


１．全国における規制緩和

① 農林漁家が民宿を行う場合の旅館業法上の面積要件の撤廃(H.15)

簡易宿所の民宿を開業する場
合、33㎡以上の客室面積が必要

33㎡に満たない客室面積でも、
簡易宿所営業の許可を得ること
が可能

② 農家民宿が行う送迎輸送を道路運送法の許可対象外として明確化(H.15)

宿泊者に対する送迎が「白タ
ク営業」にあたるのでは？

宿泊サービスの一環として行う
送迎輸送は原則として許可対象
外であり、道路運送法上の問題
はない。

③ 農家民宿が行う農業体験サービスを旅行業法の対象外として明確化(H.15)

農家民宿が行う体験ツアーの
販売・広告は、旅行業法に抵触
するのでは？

農家民宿が自ら提供する運
送・宿泊サービスに農業体験を
付加して販売・広告することは、
旅行業法に抵触しない。

④ 農家民宿における消防用設備等の設置基準の柔軟な対応(H.16)

農家民宿も通常の民宿と同じ
消防用設備等の設置を義務付け

地元の消防長又は消防署長の
判断により、誘導灯等を設置しな
いことが可能

⑤ 農家民宿に関する建築基準法上の取扱いの明確化(H.17)

農家が囲炉裏や茅葺き屋根の
ある自らの住宅を民宿として利用
する場合でも､火災時の延焼を防
ぐ内装を義務付け

小規模で避難上支障がなけれ
ば、新たな内装制限は適用しな
いことを明確化

⑥ 農業生産法人の業務に民宿経営等を追加(H.17)

民宿経営は農業生産法人の
行う農業関連事業の範囲外

農業生産法人の行う事業に農
作業体験施設の設置・運営や民
宿経営を追加

⑦ 農林漁業体験民宿業者の登録の対象範囲の拡大(H.17)

登録の対象である農林漁業体
験民宿業者の範囲を農林漁業者
又はその組織する団体に限定

登録対象を「農林漁業者又は
その組織する団体」以外の者が
運営するものにも拡大

２．構造改革特区における規制緩和
○ 農家民宿等による濁酒の製造事業の特区（どぶろく特区）(H.15～）

製造量が6klに達しない場合、
雑酒（濁酒）の製造免許を受ける
ことができない。

農家民宿等を営む農業者が、
自ら生産した米を原料として濁酒
を製造する場合、最低製造数量
（6Kl)を適用しない。

３．都道府県段階における規制緩和
○ 農家民宿に関する食品衛生法上の取扱いに関する条例改正等

を要請（H17) ＜厚生省、農水省 → 都道府県等へ要請通知＞

農家民宿において飲食物を
提供する場合には、飲食店営
業の許可が必要であるが、そ
の際、都道府県等が条例で定
める通常の飲食店営業と同じ
許可基準を適用

（営業専用の調理施設必要等）

既存の家屋で農家民宿を行う
場合には、一回に提供する食事
数や講習会の受講等により施設
基準の緩和が可能であることか
ら、都道府県等に対し条例の改
正の検討や弾力的な運用につい
て要請

（家族兼用の調理場を認める等）

農家民宿関係の規制緩和の状況

⑧
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一般旅客定期航路事業の航路

本土

離島１

離島２

第３種旅行業者の業務範囲の拡大 

（本土と一般定期航路で結ばれる離島についての特例） 

第３種旅行業者も、以下の要件を満たす企画旅行の造成・実施が可能 

①催行区域の限定 
  営業所の存する市町村及びこれに隣接する市町村の区域及び国土交通大臣（現行：観光庁長官） 
  の定める区域内での実施 

②旅行代金の当日払い 
  申込金（20％以内）を除き、旅行開始日より前の旅行代金の収受を行わないもの 

営業保証金３００万円、基準資産額３００万円で参入が可能に 

催行区域を一定の半島地域にまで拡大 

① 半島に営業所がある場合 

② 半島と一般定期航路で結ばれる 

   市町村に営業所がある場合  一般旅客定期航路事業の航路

離島２

離島１
本土

出発地

帰着地

目的地

宿泊地

催行区域のイメージ 

…自らの営業所の存する市町村

…自らの営業所の存する市町村に隣接する市町村 …観光庁長官の定める区域となる市町村

① 本土に営業所がある場合 ② 離島に営業所がある場合 

（半島地域の特例） 

○ 観光による地域振興を進めるためには、地域の観光資源を熟知した地元の中小旅行業者による旅行商 

  品の創出を促進することが必要であり、中小旅行業者が企画旅行の造成・募集を行いやすくするための規 

  制緩和を段階的に実施。 

平成１９年５月１２日～ 平成２１年３月３１日～ 
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体験交流メニュー 
の充実 

・滞在力を高める農業体験、ア
ウトドア等の体験メニュー開発
のための 

 専門家招請等 

移動の快適化 
・利便向上 

・市町村域を超えるシャトル
バスの試験 

 運行等 

滞在促進地区 

周遊 

周遊 周遊 

Ｂ市  Ｄ町 

Ｃ町 

Ａ市 

周遊 

Ｅ村 

滞在を促進する 
イベントの実施 

・滞在を促進する早朝・夜間
の新たなイベントの企画・
実施等 

宿泊の魅力向上 

・連泊・圏域内 

  転泊プランの 

  企画立案・広 

  報等 

情報提供の充実 

・圏域全体を紹介 

  する地図・パン 

  フレット作製や 

  ホームページ 

  立ち上げ等 

歴史的建造物の 
改修・活用 

・地域の歴史・文化を体験 
 させるための歴史的建造 
 物（古民家 
 等）の改修・ 
 活用等 

観光案内所の整備 

観光案内の充実 

・圏域全体の情報を多言語 

により案内するための研修の 

実施等 

・圏域全体の情報を提供する 
  多言語対応の観光案内所 
  の整備等 
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観光圏整備実施計画（４９地域） （平成24年4月1日現在）

富良野・美瑛広域観光圏
24年度認定圏域名（1地域）

知床観光圏
さっぽろ広域観光圏

21年度認定圏域名（14地域）

釧路湿原・阿寒・摩周観光圏

はこだて観光圏めでためでた♪花のやまがた観光圏

22年度認定圏域名（15地域）
北海道登別洞爺広域観光圏

23年度認定圏域名（3地域）

日本海きらきら羽越観光圏
20年度認定圏域名（16地域）

雪国観光圏

トキめき佐渡・にいがた観光圏

新たな青森の旅・十和田湖広域観光圏
会津・米沢地域観光圏

盛岡・八幡平広域観光圏

日光観光圏

伊達な広域観光圏

やさしさと自然の温もり ふくしま観光圏能登半島観光圏

越中・飛騨観光圏
富山湾・黒部峡谷・越中にいかわ観光圏

立山黒部アルペンルート広域観光圏

信越観光圏

あなたの空と大地 水戸ひたち観光圏

富士山・富士五湖観光圏

京都府丹後観光圏

山陰文化観光圏

びわ湖・近江路観光圏

八ヶ岳観光圏

福井坂井奥越広域観光圏

南房総地域観光圏

淡路島観光圏

広島・宮島・岩国地域観光圏

箱根・湯河原・熱海・あしがら観光圏

伊豆観光圏

香川せとうちアート観光圏

瀬戸内しまなみ海道地域観光圏

平戸・佐世保・西海ロングステイ観光圏

浜名湖観光圏

聖地熊野を核とした癒しと蘇りの観光圏

伊勢志摩地域観光圏

知多半島観光圏

東紀州地域観光圏

豊の国千年ロマン観光圏

玄界灘観光圏

吉野大峯・髙野観光圏

雲仙天草観光圏

聖地熊野を核とした癒しと蘇りの観光圏

新東九州観光圏

阿蘇くじゅう観光圏
にし阿波観光圏

四万十・足摺エリア（幡多地域）観光圏
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・国土交通大臣の認定を受けた滞在促進地区内の宿泊業者（ホテル・旅館等）が、観光圏内における宿泊者の旅行につ
いて、旅行業者代理業を営むことができる（観光圏内限定旅行業者代理業）。 

・上記の場合には、旅行業法上の必置資格である旅行業務取扱管理者に代えて、一定の研修を修了した者を観光圏内限
定旅行業務取扱管理者として選任できる。 

・複数の運送事業者が共同で、割引周遊切符の発行などに関する事業について記載した観光圏整備実施計画を作成し、
認定を受けた場合、事業内容についてあらかじめ国土交通大臣に届け出ることにより、道路運送法や鉄道事業法など、
それぞれの法律ごとに必要な届出を行ったものとみなされる。 

共通乗車船券 

・観光圏整備計画に、「地域間交流の拠点となる施設の整備等」（農山漁村交流促進事業）に関する事項が記載された場
合において、当該観光圏整備計画を主務大臣（国土交通大臣・農林水産大臣）に送付したときは、「農山漁村の活性化
のための定住等及び地域間交流の促進に関する法律」の規定による活性化計画の提出があったものとみなして、交付
金の交付が可能となる。 

 （交付率：１／２以内を基本とする。） 

農山漁村活性化プロジェクト支援交付金 

旅行業法の特例 

・観光圏整備事業者が、認定に関する情報提供の充実に関する観光案内所の運営について記載した観光圏整備実施計
画を作成し、認定を受けた場合、「認定観光圏案内所」の名称が使用可能。 

認定観光圏案内所 

・観光圏整備事業者が、旅客定員１２人以下の水上バスや遊覧船等に関する事業について記載した観光圏整備実施計
画を作成し、認定を受けた場合には、海上運送法上必要な届出を行ったものとみなされる。 

・一般旅客定期航路事業者が、運行日程や時刻等を変更して運行回数を増加させる事業について記載した観光圏整備実
施計画を作成し、認定を受けた場合には、海上運送法上の認可等が必要であっても、国土交通大臣に遅滞なく届出を
行えばよいものとする。 

・国際観光ホテル整備法の登録ホテル又は登録旅館が、チェックアウト時間の変更など、宿泊旅客のサービス改善・向上
に関する宿泊約款の変更を伴う観光圏整備実施計画を作成し、認定を受けた場合、国際観光ホテル整備法に基づく届
出をしたものとみなされる。 

海上運送法の特例 

国際観光ホテル整備法の特例 

・バス事業者が、観光圏内で路線バスの運行系統ごとの運行回数を増加させる事業について記載した観光圏整備実施計
画を作成し、認定を受けた場合、道路運送法上の認可等が必要であっても、国土交通大臣に遅滞なく届出を行えばよい
ものとする。 

道路運送法の特例 
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観光地域づくりプラットフォーム支援事業 

観光圏において、様々な滞在型観光の取組みを推進し、市場との窓口機能等を担う「観光地域づくりプラットフォー
ム」の形成を促進しつつ、着地型旅行商品の企画・販売、人材育成等を行う取組を支援していく。 

観光地域づくりプラットフォームのイメージ 

観光地域づくりプラットフォーム 
（法人格を有する事業体） 

市場（含 旅行代理店、旅行者、消費者 等） 

地域資源 
（体験施設） 

地域資源 
（農業） 

地域資源 
（宿泊施設） 地域資源 

（お土産） 

観光協会 

大学 

自治体 

・地域資源を活用した着地型旅行商品を地域の外に向かって販売するため、市  
 場と地域をつなぐ窓口組織。 
  

・観光産業だけにととまらず、地域の幅広い関係者（農林水産業、商工業、行政、  
 ＮＰＯなど）が参加。 

（１）設立準備段階（１か年） 
 観光圏において、「観光地域づくりプラットフォ 
 ーム」が着地型旅行商品の販売等のワンスト 
 ップ窓口として持続的に機能していくための 
 事業計画の策定に対する補助 
・補助対象事業：計画策定（ワークショップ開催等） 

・補助対象者  ：観光圏整備法に基づく協議会 
・補助額     ：５００万円（定額補助） 

 
（２）運営初期段階（原則２か年） 
 認定を受けた観光圏整備実施計画に基づき 
  「観光地域づくりプラットフォーム」が実施する 
  事業に対する補助 
・補助対象事業：商品企画開発・販売促進、体験・ 
                            交流・学習促進、人材育成、情報 
                            提供、宿泊魅力向上、イベント開 
                            発、交通整備、モニタリング調査 

・補助対象者：法人格を有する「観光地域づくり  
                    プラットフォーム」 
・補助額        ：事業費の４割 

支援制度の概要 

観光地域づくりプラットフォーム 

H23要求額：542,000千円 
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